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当該一般競争参加資格の決定に係る申請
は、当該者（当該者が経常建設共同企業体で
ある場合においては、その代表者）の「競争
参加者の資格に関する公示」（平成28年10月３
日付国土交通省東北地方整備局副局長他７者
公示）別記に掲げる本店所在地（日本国内に
本店がない場合においては、日本国内の主た
る営業所の所在地。以下同じ。）の区分に応じ、
同別記に定める提出場所において、随時受け
付ける。また、当該者が申請書及び資料を提
出したときに限り、近畿地方整備局総務部経
理調達課（〒6500024 兵庫県神戸市中央区
海岸通29番地 電話0783917576）におい
ても当該一般競争参加資格の決定に係る申請
を受け付ける。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Makoto Osada Vice‑

Director General of Kinki Regional Devel‑

opment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Qua‑

keproof improvement works of the quay

(－16ｍ) in the Rokkou Island district, Port
of Kobe

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 1 February 2019

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 14 : 00 26

March 2019 (tenders brought with : 14 : 00

26 March 2019 or submitted by mail :

14 : 00 26 March 2019

 Contact point for tender documentation :

Kengo Matsubara Accounting and Procure‑

ment Division, General Affairs Department,

Kinki Regional Development Bureau, Min‑

istry of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism, 29 Kaigandori Chuo‑ku Kobe‑city,

6500024, Japan TEL 0783917576

 入札説明書に示す主任技術者又は監理技術
者を本工事に専任で配置できること。
 除染工事共通仕様書１１４に従い放射
線管理責任者を本工事に配置できること。
 入札に参加しようとする者の間に資本及び
人事面において関係がないこと。
 競争参加資格を有することを証明するため
提案書等を提出すること。なお、契約担当官
等から当該提案書等に関して説明を求められ
た場合は、これに応じなければならない。
 入札心得において示す暴力団排除に関する
誓約事項に誓約できる者であること。また、
警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支
配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、公共工事からの排除要請があり、当該状
態が継続している者でないこと。
 以下に定める届出の義務を履行していない
建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）
でないこと。
 健康保険法（大正11年法律第70号）第48
条の規定による届出の義務
 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
第27条の規定による届出の義務
 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第
７条の規定による届出の義務

 詳細は入札説明書による。
３ 契約条項を示す場所等
 契約条項を示す場所及び問い合わせ先
〒9608031 福島県福島市栄町1125ＡＸ
Ｃビル６階 福島地方環境事務所総務部経理
課特別地域等環境再生等契約係 電話024
5737386
 入札説明書の交付期間等 平成30年12月27
日から平成31年２月14日まで。
入札説明書は、福島地方環境事務所ホーム
ページから入手すること。

４ 提案書等の提出期限等及び競争執行の場所等
 申請書等の提出について
期限 平成31年１月22日12時00分まで
場所 〒9608031 福島県福島市栄町11
25ＡＸＣビル６階 福島地方環境事務所
総務部経理課特別地域等環境再生等契約
係
方法 入札説明書による。
なお、提出された申請書等は、環境省にお
いて入札説明書に定める評価に関する基準に
基づき審査するものとし、提案書等の合否に
ついては、平成31年２月４日までに連絡する
ものとする。
 入札書の提出について 開札の日時までに
電子調達システムにより提出するものとす
る。
 開札について 日時 平成31年２月15日13
時30分

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 環境省における平成29・30年度「土木工事」
に係るＡ等級の一般競争参加資格の認定を受
けていること（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決定
後、環境省大臣官房会計課長が別に定める手
続に基づく一般競争参加資格の再認定を受け
ていること。）

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（前項
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 提案書等の提出期限の日から開札の日まで
の期間が、福島地方環境事務所から「工事請
負契約等に係る指名停止等措置要領について
（平成13年１月６日環境会第９号）」に基づく
指名停止を受けている期間中でないこと。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年 12 月 27 日
支出負担行為担当官
福島地方環境事務所長 室石 泰弘

◎調達機関番号 021 ◎所在地番号 07
１ 調達内容
 品目分類番号 41
 件名 平成30年度川俣町仮置場復旧等工事
（その２）
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 工期 契約締結日の翌日から平成31年10月
31日まで
 工事場所 福島県伊達郡川俣町地内
 入札方法 本工事は、入札時に施工計画等
の技術提案を受け付け、価格以外の要素と価
格を総合的に評価して落札者を決定する施工
体制確認型総合評価落札方式（標準型）の工
事である。
入札金額については、業務に要する一切の
費用を含めた額とする。落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の８
パーセントに相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数がある時は、その端
数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約金額の108分の100に相
当する金額を記載した入札書を提出しなけれ
ばならない。

５ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金 免除（ただし、入札保証保険
証券を開札時までに、３に示す場所まで持
参又は郵送（配達記録が残るものに限る。）に
より提出することとする。この場合の保証金
額は、入札金額（入札価格に消費税及び地方
消費税相当額を加えたものをいう。）の100分
の５以上とする。）
契約保証金 免除（ただし、金融機関若し
くは保証事業会社の保証証券を提出するもの
とする。この場合の保証金額は、請負代金額
の10分の３以上とする。）
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札の条件に違反した者の提出し
た入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 次の各要件に該当する
者のうち、入札説明書に定める総合評価の方
法によって得られた数値の最も高い者を落札
者とする。
 入札価格が、予算決算及び会計令第79条
の規定に基づいて作成された予定価格の制
限の範囲内であること。


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